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要　旨
　有害大気汚染物質とは、低濃度でも長期曝露により健康に悪影響を及ぼす可能性があるとされている化学物質
であり、大気汚染防止法に基づきそのモニタリングの実施が都道府県等に対して義務付けられている。京都府に
おいて、現在モニタリングを実施している久御山局、国道 1号局及び国道 171 号局の 3地点において、2011 年
から共通して測定しているアセトアルデヒド、ホルムアルデヒド、1,3-ブタジエン、ベンゼン、トルエン及びベ
ンゾ［a］ピレンの 6物質を対象に、一般化線形モデルを用いて、大気中濃度の地点間の差や経年変化、季節変動、
気温との関係性について解析を行った。その結果、いずれの物質も国道 1号局が 3地点の中で最も濃度が高い傾
向があり、久御山局と国道 171 号局はほとんどの物質では同程度であったが、トルエンは久御山局が、1,3-ブタ
ジエンは国道 171 号局が高濃度である傾向があった。これには各測定地点の立地環境と物質の発生源の違いが関
係していると考えられた。経年変化については、1,3- ブタジエン、ベンゼン及びベンゾ［a］ピレンは、年度を経
るごとに減少していく傾向が見られた。その他の物質はほぼ横ばいで推移していた。季節変動については、アル
デヒド類は夏季に高濃度になり、気温に対して正の反応を示し、その他の物質については、秋季から冬季に高濃
度になり、気温が高くなると低濃度になる傾向があることがわかった。この理由としては、アルデヒド類が大気
中で炭化水素から光化学反応で二次生成されることが関係していると考えられる。全国的な枠組みである有害大
気汚染物質のモニタリングは、異なる環境条件下におけるデータであるので、一般化線形モデルをはじめとした
統計モデルを用いることで、有害大気汚染物質の動態に関する理解が進み、対策がより一層推進されることが期
待される。

キーワード：アセトアルデヒド、ホルムアルデヒド、揮発性有機化合物、1,3-ブタジエン、
　　　　　　ベンゼン、トルエン、ベンゾ［a］ピレン、多変量解析
Keywords：Acetaldehyde, Formaldehyde, Volatile organic compounds, 1,3-Butadiene, 
　　　　　　Benzene, Toluene, Benzo［a］pyrene, Multivariate Analysis

はじめに

　有害大気汚染物質とは、低濃度でも長期曝露により健康に
悪影響を及ぼす可能性があるとされている化学物質である。
1996 年 5 月の大気汚染防止法改正により、こうした物質へ
の対策が制度化され、都道府県等に対して有害大気汚染物質
のモニタリングの実施が義務付けられた。中央環境審議会に
おいて「有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質」が
選定され、そのうち健康へのリスクが高いと考えられる物質
は、「優先取組物質」としてリスト化されている。京都府では、
1997 年 12 月から優先取組物質を中心に採取及び測定を開始
し、現在では 3地点において毎月のモニタリングを実施して
いる。このような長期のモニタリングデータに基づき、2005
年に中西ら 1）が、2016 年に平澤ら 2）が当時の京都府内の状
況について報告している。
　環境大気中の有害大気汚染物質の濃度は、測定地点におけ
る発生源からの影響、例えば排出量や距離を反映しているだ

けではなく、気象要因や地形といった様々な要因の影響を受
けて変動している。そこで、大気汚染の状況や動態を正確に
把握するためには、諸要因が対象物質の大気中濃度に対して
どのような影響を与えているか理解する必要がある。このよ
うな目的のため、統計モデルを用いた解析が有効と考えられ
る。対象となる観測値を応答変数とし、それに影響し得る要
因を説明変数として統計モデルに組込むことにより、各要因
の効果を統計的に調整し、客観的に評価することが可能とな
る。
　一般的な統計モデルである線形回帰モデルでは、対象とす
る観測値が正規分布に従うことが仮定されている。しかしな
がら、実際の観測値は、その仮定を満たさないことが多く、
その場合、統計的検定における統計量の算出に誤りが生じ、
間違った解釈をする恐れがある。この対処法として、誤差構
造を任意の指数型分布族の確率分布として扱うことのできる
一般化線形モデルを用いることが有効とされている3）。また、
一般化線形モデルは、リンク関数を用いて線形予測をするこ
とで、指数関数的な応答を示す関係性に対しても、モデルの
推定値を直接算出することができるという利点がある。
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　本稿では、2011 年度から 2022 年度に測定したデータを用
いて一般化線形モデルにより京都府における有害大気汚染
物質の大気中濃度の地点間の差や経年変化、季節変動の傾
向を示すとともに、気温との関係性について解析を行った
ので、その結果について報告する。

方　法

１．対象データ
　対象地点は、現在モニタリングを実施している府内 3地
点とした。場所を図 1に示す。久御山局は府南部の都市近
郊の一般環境地点であるが、町道の交差点に近接している
うえ、近傍に国道や工業団地が存在しているため、発生源
の影響が比較的大きいと考えられる地点である。国道 1号
局及び国道 171 号局はどちらも府南部の交通量の多い沿道
に立地しているため、移動発生源の影響が大きいと想定され
る。国道1号局の西側には自動車解体工場等が集積しており、
固定発生源の影響も大きいと考えられる。一方で、国道 171
号局は大規模事業所からも離れており、後背が三川合流地
点付近の桂川に面しているため、固定発生源の影響は小さ
いと考えられる。

　対象物質は、京都府で測定している物質のうち、対象地点
で共通して測定しているアルデヒド類のアセトアルデヒド
とホルムアルデヒド、揮発性有機化合物（以下「VOC」と
いう。）の 1,3-ブタジエン、ベンゼン及びトルエン、多環芳
香族炭化水素のベンゾ［a］ピレンの 6物質とした。これらの

物質は自動車排ガスや工業活動が主な発生源と考えられて
おり、都市部や交通量の多い地域における大気環境のリス
ク評価において重要な指標とされている。対象物質の大気
中濃度の測定については、有害大気汚染物質測定方法マニュ
アル（環境省水・大気環境局大気環境課．2021 年 3 月）に
従い、毎月 1回、平日に試料を 24 時間採取し、分析を行った。
　対象期間は、対象物質のトルエンの測定を開始した 2011
年 4 月から 2023 年 3 月までの 12 年間とした。この期間中、
すべての対象物質において欠損値はなかった。
　気温については、試料採取と並行して温度ロガーにより
24 時間 1 分値を計測したものの平均を日平均値として解析
に用いた。 
　なお、これらのデータについては、国立研究開発法人国
立環境研究所の環境展望台ホームページ（https://tenbou.
nies.go.jp/gisplus/download.html）で公表されている。

２．統計解析
　統計解析には R（ver.4.4.2）を用いた。なお、統計的検定
においては、有意水準は 5%とした。
　対象物質の大気中濃度について、それぞれ Shapiro-Wilk
検定を行ったところ、すべての物質において有意水準未満（p 
< 0.001）であったため、測定値は正規分布に従わないと判
断した。そこで、誤差構造にガンマ分布を仮定し、リンク
関数を log とした一般化線形モデルを glm 関数により生成
し解析した。
　対象物質の地点間の差や経年変化及び年内変動を検証す
るため、応答変数を対象物質の大気中濃度とし、測定地点、
測定年度及び測定月を説明変数としたモデルについて解析
を行い、 car パッケージのAnova 関数を使用し、F検定（タ
イプ II 型）による逸脱度分析によって効果の有意性を検証
した 4）。この時、測定年度及び測定月はどちらも質的変数と
して扱った。なお、これらの説明変数について多重共線性
は見られなかった。加えて、地点間の違いを検証するため、
モデルに対してmultcomp パッケージの glht 関数を使用し、
多重比較（Tukey 法）を行った。
　また、季節性を表す気象要因として気温に着目し、対象
物質の大気中濃度に対し、測定地点と測定年度に加え、試
料採取日の日平均気温を説明変数としたモデルについて解
析し、上記と同様に F検定による逸脱度分析によって効果
の有意性を検証した。この時、測定年度は質的変数として
扱った。なお、これらの説明変数について多重共線性は見
られなかった。

結　果

　一般化線形モデルを用いた対象物質の大気中濃度に対す
る測定地点、測定年度及び測定月の効果検証の結果を表 1
に示す。アセトアルデヒド、1,3-ブタジエン、ベンゼン、ト
ルエン及びベンゾ［a］ピレンについては、いずれの効果も有
意であった。ホルムアルデヒドは測定地点及び測定月の効
果が有意であったが、測定年度の効果は有意ではなかった。
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図１． 有害大気汚染物質の測定地点の地図（地理院地図
を加工して作成）



１．大気中濃度の地点間の違いと経年変化
　各物質について、測定地点ごとの年平均濃度の推移を図 2
に示し、地点間の大気中濃度の多重比較の結果を表2に示す。
　測定地点による大気中濃度の大小関係は表 2において地
点間比較の傾きを表す推定値の正負から読取ることができ、
物質ごとに傾向が異なることがわかった。アルデヒド類の
大気中濃度は、どちらも傾向は一致しており、国道 1号局
は国道 171 号局に比べて有意に高濃度であったが、久御山
局は他の地点とは有意な違いはなかった。1,3-ブタジエンの
大気中濃度は、国道 1号局 >国道 171 号局 >久御山局の順
で高濃度であった。トルエンの大気中濃度は、国道 1号局 >
久御山局 >国道 171 号局の順で高濃度であり、図 2からも
この傾向が顕著であることが伺える。ベンゼン及びベンゾ
［a］ピレンについては、国道 1号局が他の地点に比べて有意
に高濃度であり、久御山局と国道171号局には差がなかった。
　経年変化については、表 1で年度による有意な効果が見ら
れなかったホルムアルデヒドは、図 2からも年度による変

動がほとんどなく横ばいで推移していることがわかる。ア
セトアルデヒド及びトルエンについては、図 2からも年度
ごとに大きく変動していたが、一貫した傾向は見られなかっ
た。1,3-ブタジエン、ベンゼン及びベンゾ［a］ピレンは、図 2
からも 2011 年に比べ減少傾向であることがわかった。

２．大気中濃度の年内変動と気温との関係
　各物質の地点ごとの 12 年間の月平均濃度を図 3に、大気
中濃度と試料採取日の日平均気温の関係を図 4に示し、一
般化線形モデルを用いた対象物質の大気中濃度に対する測
定地点、測定年度及び日平均気温の効果検証の結果と推定
値を表 3に示す。

　アセトアルデヒドは、一年を通じてほぼ横ばいであった
が、2月に有意に低濃度になった。ホルムアルデヒドは、6
月から 9月に高濃度になり、11 月から 2月に低濃度になっ
た。気温との関係では、どちらも気温の有意な効果が見られ、
モデルの傾きを表す推定値は正の値であったため気温が高
くなると高濃度になる傾向があることがわかった。一方、1,3-
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物質名 推定値 p 値 推定値 p 値 推定値 p 値
アセトアルデヒド 0.036 0.77 0.15 0.014 0.11 0.089
ホルムアルデヒド 0.072 0.27 0.13 0.011 0.062 0.38
1,3-ブタジエン 0.37 < 0.001 0.21 < 0.001 -0.16 0.002
ベンゼン 0.22 < 0.001 0.20 < 0.001 -0.017 0.90
トルエン 0.28 < 0.001 0.91 < 0.001 0.63 < 0.001
ベンゾ[a ]ピレン 0.27 0.003 0.23 0.017 -0.046 0.85

久御山局ー国道171号局

表2．対象物質の測定地点間の多重比較（Tukey法）の結果（有意水準 5%未満）

国道1号局ー久御山局 国道1号局ー国道171号局

物質名 説明変数 自由度 F 値 p 値 推定値
アセトアルデヒド 地点 2 4.45 0.012 ---

年度 11 5.22 < 0.001 ---
気温 11 34.8 < 0.001 0.014

ホルムアルデヒド 地点 2 4.04 0.017 ---
年度 11 2.09 0.020 ---
気温 11 211 < 0.001 0.031

1,3-ブタジエン 地点 2 26.6 < 0.001 ---
年度 11 11.3 < 0.001 ---
気温 11 131 < 0.001 -0.027

ベンゼン 地点 2 19.0 < 0.001 ---
年度 11 13.0 < 0.001 ---
気温 11 270 < 0.001 -0.031

トルエン 地点 2 67.7 < 0.001 ---
年度 11 4.13 < 0.001 ---
気温 11 4.68 0.031 -0.0078

ベンゾ[a ]ピレン 地点 2 5.51 0.004 ---
年度 11 4.41 < 0.001 ---
気温 11 89.3 < 0.001 -0.043

表3．対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、測定年度及び
気温を説明変数とした一般化線形モデルに対するF検定（タイプII型）の
結果と推定値（有意水準 5%未満）

表２． 対象物質の測定地点間の多重比較（Tukey法）の結果（有意水準 5%未満）

表３． 対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、
測定年度及び気温を説明変数とした一般化線形モ
デルに対する F検定（タイプ II 型）の結果と推定値
（有意水準 5%未満）

物質名 説明変数 自由度 F 値 p 値
アセトアルデヒド 地点 2 4.18 0.016

年度 11 4.92 < 0.001
月 11 3.63 < 0.001

ホルムアルデヒド 地点 2 4.12 0.017
年度 11 1.55 0.11
月 11 19.0 < 0.001

1,3-ブタジエン 地点 2 30.7 < 0.001
年度 11 12.3 < 0.001
月 11 23.2 < 0.001

ベンゼン 地点 2 21.5 < 0.001
年度 11 14.7 < 0.001
月 11 39.7 < 0.001

トルエン 地点 2 71.8 < 0.001
年度 11 3.82 < 0.001
月 11 4.26 < 0.001

ベンゾ[a ]ピレン 地点 2 6.35 < 0.001
年度 11 5.30 < 0.001
月 11 18.4 < 0.001

表1．対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、測定年度及
び測定月を説明変数とした一般化線形モデルに対するF検定（タイプII
型）の結果（有有意意水水準準  55%%未未満満）

表１． 対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、
測定年度及び測定月を説明変数とした一般化線形
モデルに対する F検定（タイプ II 型）の結果（有
意水準 5%未満）



１．大気中濃度の地点間の違いと経年変化
　各物質について、測定地点ごとの年平均濃度の推移を図 2
に示し、地点間の大気中濃度の多重比較の結果を表2に示す。
　測定地点による大気中濃度の大小関係は表 2において地
点間比較の傾きを表す推定値の正負から読取ることができ、
物質ごとに傾向が異なることがわかった。アルデヒド類の
大気中濃度は、どちらも傾向は一致しており、国道 1号局
は国道 171 号局に比べて有意に高濃度であったが、久御山
局は他の地点とは有意な違いはなかった。1,3-ブタジエンの
大気中濃度は、国道 1号局 >国道 171 号局 >久御山局の順
で高濃度であった。トルエンの大気中濃度は、国道 1号局 >
久御山局 >国道 171 号局の順で高濃度であり、図 2からも
この傾向が顕著であることが伺える。ベンゼン及びベンゾ
［a］ピレンについては、国道 1号局が他の地点に比べて有意
に高濃度であり、久御山局と国道171号局には差がなかった。
　経年変化については、表 1で年度による有意な効果が見ら
れなかったホルムアルデヒドは、図 2からも年度による変

動がほとんどなく横ばいで推移していることがわかる。ア
セトアルデヒド及びトルエンについては、図 2からも年度
ごとに大きく変動していたが、一貫した傾向は見られなかっ
た。1,3-ブタジエン、ベンゼン及びベンゾ［a］ピレンは、図 2
からも 2011 年に比べ減少傾向であることがわかった。

２．大気中濃度の年内変動と気温との関係
　各物質の地点ごとの 12 年間の月平均濃度を図 3に、大気
中濃度と試料採取日の日平均気温の関係を図 4に示し、一
般化線形モデルを用いた対象物質の大気中濃度に対する測
定地点、測定年度及び日平均気温の効果検証の結果と推定
値を表 3に示す。

　アセトアルデヒドは、一年を通じてほぼ横ばいであった
が、2月に有意に低濃度になった。ホルムアルデヒドは、6
月から 9月に高濃度になり、11 月から 2月に低濃度になっ
た。気温との関係では、どちらも気温の有意な効果が見られ、
モデルの傾きを表す推定値は正の値であったため気温が高
くなると高濃度になる傾向があることがわかった。一方、1,3-
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物質名 推定値 p 値 推定値 p 値 推定値 p 値
アセトアルデヒド 0.036 0.77 0.15 0.014 0.11 0.089
ホルムアルデヒド 0.072 0.27 0.13 0.011 0.062 0.38
1,3-ブタジエン 0.37 < 0.001 0.21 < 0.001 -0.16 0.002
ベンゼン 0.22 < 0.001 0.20 < 0.001 -0.017 0.90
トルエン 0.28 < 0.001 0.91 < 0.001 0.63 < 0.001
ベンゾ[a ]ピレン 0.27 0.003 0.23 0.017 -0.046 0.85

久御山局ー国道171号局

表2．対象物質の測定地点間の多重比較（Tukey法）の結果（有意水準 5%未満）

国道1号局ー久御山局 国道1号局ー国道171号局

物質名 説明変数 自由度 F 値 p 値 推定値
アセトアルデヒド 地点 2 4.45 0.012 ---

年度 11 5.22 < 0.001 ---
気温 11 34.8 < 0.001 0.014

ホルムアルデヒド 地点 2 4.04 0.017 ---
年度 11 2.09 0.020 ---
気温 11 211 < 0.001 0.031

1,3-ブタジエン 地点 2 26.6 < 0.001 ---
年度 11 11.3 < 0.001 ---
気温 11 131 < 0.001 -0.027

ベンゼン 地点 2 19.0 < 0.001 ---
年度 11 13.0 < 0.001 ---
気温 11 270 < 0.001 -0.031

トルエン 地点 2 67.7 < 0.001 ---
年度 11 4.13 < 0.001 ---
気温 11 4.68 0.031 -0.0078

ベンゾ[a ]ピレン 地点 2 5.51 0.004 ---
年度 11 4.41 < 0.001 ---
気温 11 89.3 < 0.001 -0.043

表3．対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、測定年度及び
気温を説明変数とした一般化線形モデルに対するF検定（タイプII型）の
結果と推定値（有意水準 5%未満）

表２． 対象物質の測定地点間の多重比較（Tukey法）の結果（有意水準 5%未満）

表３． 対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、
測定年度及び気温を説明変数とした一般化線形モ
デルに対する F検定（タイプ II 型）の結果と推定値
（有意水準 5%未満）

物質名 説明変数 自由度 F 値 p 値
アセトアルデヒド 地点 2 4.18 0.016

年度 11 4.92 < 0.001
月 11 3.63 < 0.001

ホルムアルデヒド 地点 2 4.12 0.017
年度 11 1.55 0.11
月 11 19.0 < 0.001

1,3-ブタジエン 地点 2 30.7 < 0.001
年度 11 12.3 < 0.001
月 11 23.2 < 0.001

ベンゼン 地点 2 21.5 < 0.001
年度 11 14.7 < 0.001
月 11 39.7 < 0.001

トルエン 地点 2 71.8 < 0.001
年度 11 3.82 < 0.001
月 11 4.26 < 0.001

ベンゾ[a ]ピレン 地点 2 6.35 < 0.001
年度 11 5.30 < 0.001
月 11 18.4 < 0.001

表1．対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、測定年度及
び測定月を説明変数とした一般化線形モデルに対するF検定（タイプII
型）の結果（有有意意水水準準  55%%未未満満）

表１． 対象物質の大気中濃度を目的変数とし、測定地点、
測定年度及び測定月を説明変数とした一般化線形
モデルに対する F検定（タイプ II 型）の結果（有
意水準 5%未満）

ブタジエン、ベンゼン、トルエン及びベンゾ［a］ピレンにつ
いては、図 3から 6 月と 8 月に低く、12 月と 1 月を中心に
顕著に高濃度になることがわかった。いずれの物質も、気
温に対して負の反応が見られ、気温が高くなると低濃度に
なる傾向があることがわかった。
　説明変数に測定月を含めた場合（表 1）と、気温を含めた
場合（表 3）の結果の比較では、ホルムアルデヒドにおいて
年度の効果のみ有意性に違いが見られた。図 4から、気温
との関係から大きく外れる高濃度な点が確認され、これら
は 2021 年 3 月の久御山局及び国道 1号局の結果であった。

考　察

　本稿の解析における測定地点の効果は、周辺の発生源の
状況を反映していると解釈できると考えられる。いずれの
対象物質の大気中濃度も環境基準値もしくは環境指針値を
大きく下回っているものの、国道 1号局が最も高い傾向で
あった。同局は沿道に位置しているだけでなく、周辺に工
場等が集積していることからも、他の 2地点と比較して発
生源の影響を受けやすい地点であるためと考えられる。
　また、久御山局と国道 171 号局の比較では、多くの物質
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図２．対象物質の各測定地点における 2011 年度から 2022 年度の年平均大気中濃度の推移



が両地点で差がなかったものの、トルエンは久御山局の方
が高く、1,3-ブタジエンは国道 171 号局の方が高かった。こ
のような違いが生じた理由は各物質の発生源の違いと各地
点の立地環境から推察できる。1,3-ブタジエンは移動発生源
の影響が強いとされているため、沿道にある国道 171 号局
の方が高濃度になり、一方、トルエンは移動発生源の他に
も固定発生源からの排出も非常に多い物質であるため、周
辺に固定発生源が多い久御山局の方が高濃度となったと考
えられる。
　本稿では、各効果の主効果のみを説明変数とし、それぞ

れの交互作用は含めなかった。しかし、予備的に測定地点
と測定年度の交互作用、測定地点と測定月の交互作用を追
加したモデルについて解析したところ、2 つの交互作用は
有意でなかった。そのため、経年変化及び年内変動は地点
による違いがなく、傾向は一貫していると判断した。なお、
その際の主効果の有意性については本稿の結果と変わらな
かった。
　経年変化については、1,3-ブタジエン、ベンゼン及びベン
ゾ［a］ピレンは、今回の対象期間においても減少傾向が見ら
れ、既報 1, 2）と照らしても長期的に減少していることがわかっ
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図３．対象物質の各測定地点における 2011 年度から 2022 年度の月平均大気中濃度



が両地点で差がなかったものの、トルエンは久御山局の方
が高く、1,3-ブタジエンは国道 171 号局の方が高かった。こ
のような違いが生じた理由は各物質の発生源の違いと各地
点の立地環境から推察できる。1,3-ブタジエンは移動発生源
の影響が強いとされているため、沿道にある国道 171 号局
の方が高濃度になり、一方、トルエンは移動発生源の他に
も固定発生源からの排出も非常に多い物質であるため、周
辺に固定発生源が多い久御山局の方が高濃度となったと考
えられる。
　本稿では、各効果の主効果のみを説明変数とし、それぞ

れの交互作用は含めなかった。しかし、予備的に測定地点
と測定年度の交互作用、測定地点と測定月の交互作用を追
加したモデルについて解析したところ、2 つの交互作用は
有意でなかった。そのため、経年変化及び年内変動は地点
による違いがなく、傾向は一貫していると判断した。なお、
その際の主効果の有意性については本稿の結果と変わらな
かった。
　経年変化については、1,3-ブタジエン、ベンゼン及びベン
ゾ［a］ピレンは、今回の対象期間においても減少傾向が見ら
れ、既報 1, 2）と照らしても長期的に減少していることがわかっ
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図３．対象物質の各測定地点における 2011 年度から 2022 年度の月平均大気中濃度

た。アルデヒド類については、今回解析した期間において減
少は見られなかったが、平澤ら 2）の報告で 2001-2005 年度の
平均濃度は、アセトアルデヒド 2.3-2.4 µg/m3、ホルムアル
デヒド 2.6-3.3 µg/m3 となっており、長期的に見ればアルデ
ヒド類についても大気汚染状況は改善していると考えられ
る。トルエンについては、今回解析した 2011 年度から測定
を開始しており、過去に対応するデータがなく、年度による
変動が大きく推移していたため、一貫した傾向は掴めなかっ
た。トルエンは、京都府内でも排出量の多い物質であるため、
今後も継続的に動態を把握していく必要があると考える。

　季節変動について、今回の解析では全ての物質に対して
測定月の有意な効果が見られ、大きく2つの傾向に分かれた。
1つ目はアルデヒド類に見られた夏季に高濃度になり冬季に
低濃度になる傾向で、2つ目は、逆に夏季に低濃度になり冬
季に高濃度になる傾向で、アルデヒド類以外の全ての物質
で見られた。このような傾向は、これまで京都府で確認さ
れているものと一致し 1, 2）、さらには、京都府だけでなく他
の地域でも報告されている 5）。この背景には、アルデヒド類
が大気中で炭化水素から光化学反応で二次生成されること
が関係していると考えられる。大気中でVOC等の物質は光
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図４．対象物質の 2011 年度から 2022 年度の大気中濃度（対数目盛）と日平均気温の関係。



化学オキシダントの一種であるオゾンにより酸化され、ア
ルデヒド類を生成することが知られている6）。このことから、
夏季には、光化学反応によって 1,3-ブタジエン等の物質は消
費されて減少し、逆に、アルデヒド類は生成され大気中濃
度が増加したものと考えられる。また、この反応は気温が
高い時期により活発に発生したと推察される。
　本稿では季節性を表す変数として気温を説明変数として
用いて解析したが、この方法では気温と交絡する諸要因の
効果を除去できないため、結果の解釈については、直接的
な因果関係を示さない点に留意する必要がある 7）。今回の
場合、光化学反応等を考慮すれば日射量等の気象要因が交
絡要因として影響している可能性がある。しかし、気象要
因としてモデルに気温を説明変数として組込むことにより、
季節の影響をある程度線形的に捉えることが可能になった
と考える。
　今回の逸脱度分析において、F値は全ての効果を含むモデ
ルから対象の効果を除いた時に生じる残差の変化量を用い
て算出されており、残差が増えると大きくなる性質がある。
残差とはデータの観測値とモデルの予測値との差分である
ため、それが増えるということはモデルの予測精度が低く
なることを表す。そのため、F値が極端に大きいということ
は、対象の効果を除いた際にモデルの予測精度が著しく低
くなることを意味し、対象の効果がモデルにおいて重要で
あると捉えることができる。
　今回の結果では、大半の物質は気温の F値が比較的大き
い傾向が見られたため、これらの物質の大気中濃度は、他の
要因よりも気温に関連する気象要因の影響を強く受けて変
動していたことが推察される。一方で、トルエンだけは測
定地点の効果の F値が大きいという特徴が見られため、ト
ルエンの大気中濃度は地点による変動が大きいことがわか
る。表 2の推定値からも、一番高濃度であった国道 1号局は、
一番低濃度の国道 171 号局の約 2.5（≒e0.91）倍となり、その
変動の大きさが示されている。
　有害大気汚染物質のモニタリングは全国的な枠組みで実

施され、膨大なデータの蓄積がある。しかしながら、異な
る環境条件下において測定されているため、それらに起因
する変動により、本来把握するべき発生源等の影響を過大
評価もしくは過小評価している可能性があるため、一般化
線形モデルをはじめとする統計モデルを用いて、大気中濃
度と各要因との関係性について詳細な解析を進めることに
より、大気汚染物質の動態に関する理解が進み、対策がよ
り一層推進されることが期待される。
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